
《エネルギー（その２４）》 
  
 「諸外国のエネルギー事情 ～アメリカ～」 
 
  
 今回は、｢アメリカ｣のエネルギー事情について考えたいと思います。 
 
 アメリカの基礎データは以下のとおりです。 
 
人口          ２億８，１４２万人（２０００年） （日本の約２．４倍）
面積          ９６２．８４万ｋｍ２        （日本の約２５倍） 
国民総所得       ９兆６，０１５億ドル       （日本の約２．１倍） 
１人当たりの国民総生産 ３万４，１００ドル（２０００年） （日本の約９５％） 
輸入額                           １兆２，５７６億ドル（２０００年） （日本の約３．３倍） 
輸出額         ７，８１１億ドル（２０００年）  （日本の約１．６倍） 
二酸化炭素排出量    １９．９ｔ／人（１９９８年）   （日本の約２．２倍） 
自動車台数       ２億１，５４９万台（１９９８年） （日本の約３．１倍）       
 
（出典：集英社、世界情報アトラス２００３） 
 
参考データ：         日本         中国            韓国    台湾       
 
人口           1億 1,628万人 12億 6,583万人  4,614万人   2.239万人  
面積          37.78万 km2      960.78万 km2    9.94万 km2 3.62万 km2 
国民総所得        4兆 5191億ドル 1兆 629億ドル   4,210億ドル   2,692億ドル  
国民総所得/1人      3万 5,620ドル   840ドル             8,910ドル     1 万 2,360 ドル 
輸入額                 3,795億ドル       2,251億ドル       1,605億ドル   1,400億ドル 
輸出額                   4,792億ドル       2,493億ドル       1,723億ドル   1,484億ドル 
二酸化炭素排出量   9.0t/人               2.5t/人                7.9t/人       -  
自動車台数          7,003万台          1,283万台      1,043万台      522万台 
 
これまで中国、韓国、台湾について考えてきましたが、上記の基礎データを見ると

いかに日本が経済大国であるかを実感せざるを得ません。1 人当りの国民総生産はア
メリカよりも大きく、一方で二酸化炭素の排出量はアメリカの半分以下となっていま

す。 
 
日本は膨大な財政赤字、金融セクタの不安定化、デフレ等に苦しんでおり、先行き

に対する悲観論も耳にしますが、付加価値の｢創出力｣を失っている訳ではありません。

世界の中での日本の現状についてはエネルギー分野に限らず正確に理解しておくこと



が必要と感じています。 
 
アメリカの一次エネルギー構成(比較のため日本等のデータも掲載)は以下のとおり
です。 
 
      アメリカ     日本     中国     韓国   世界平均 
 
石油   ３９．４（％）  ４９．６   ３０．１   ５３．０  ４０．０ 
石炭   ２４．８（％）  １９．３    ６３．８   ２２．３  ２５．０ 
天然ガス ２５．８（％）  １３．４    ３．０    ９．８  ２４．７ 
原子力  ９．０（％）   １６．１    ０．６   １４．６   ７．６ 
水力   １．０（％）    １．５    ２．５    ０．３   ２．６ 
 
(出典：BP統計(2001)) 
 
 
一次エネルギー消費量(石油換算：億トン) 
 
               消費量  世界における占有率 
 
世界計   ８７．５     
 
アメリカ  ２２．８   ２６％ 
日本     ５．１    ６％  
中国     ７．５    ９％  
韓国     １．９    ２％ 
 
(出典：http://www.fepc.or.jp/news/2001_2002.pdf) 
 
 
上記データから理解できるように、アメリカは世界のエネルギー消費の 1/4 を占め
るエネルギー消費大国です。一方、アメリカは資源大国でもあるのが特徴です。この

ため、エネルギー自給率も日本と比べれば格段に良好な状況にあります。 
 
エネルギー自給率（単位：％，１９９９年） 
 
       原子力含む  原子力除く 
       
アメリカ    ７５      ６５ 
 
日本      ２０       ４ 



中国      ９５      ９５ 
韓国      １７       ３ 
ドイツ     ３９      ２６ 
フランス    ５０      １０ 
イギリス   １２３     １１２  
 
  
アメリカは、データからエネルギー多消費社会であることは明らかであり、自ずと

国内資源の枯渇が危惧されることになります。 
 
石炭埋蔵量（２０００）と生産量 
 
           ２０００年可採埋蔵量 １９９９年生産量 
           （単位：１０億トン） （単位：百万トン） 
 
アメリカ          ２４７         ９１ 
日本              １          ４ 
中国            １１５       １０２９ 
インド            ７５        ２９０ 
オーストラリア       ９０５        ２８５ 
その他アジア・オセアニア  １２７        １７３ 
西欧             ９１        １０１ 
東欧・旧ソ連        ２６１        ４２７ 
南アフリカ          ５５        ２２４ 
その他アフリカ・中東      ６          ７ 
カナダ             ９         ３７ 
その他アメリカ       ２３０         ５９ 
 
(出典：石炭エネルギーセンターホームページ http://www.jcoal.or.jp/) 
 
 
アメリカの石炭資源は非常に豊富で、生産量から見て当面国内資源が枯渇する恐れ

は小さいようです。 
 
一方、石油や天然ガスは国内資源の可採年数は高々１０年足らずの状況です。アメ

リカが最近中東地域でのエネルギー資源権益を確保するために奔走する理由がここに

あるように思います。 
 
 



原油確認埋蔵量・可採年数（１９９９年末） 
 
               確認埋蔵量     可採年数 
               （億バレル）      (年) 
 
アメリカ         ２１０     １０ 
 
サウジアラビア    ２，６３５     ９４ 
イラク        １，１２５    １１６ 
ＵＡＥ          ９７８    １５９ 
クウェート        ９６５    １４０ 
イラン          ８９７     ７１ 
ベネズエラ        ７２６     ７１ 
リビア          ２９５     ６０ 
その他ＯＰＥＣ      ４０４     ２２ 
旧ソ連・東欧       ５９１     ２２ 
メキシコ         ２８４     ２７ 
中国           ２４０     ２１ 
イギリス・ノルウェー   １５９      ８ 
その他非ＯＰＥＣ     ６７２     １４ 
世界合計      １０，１６０     ４３ 
 
(出典：ＯＧＪ（オイル・アンド・ガス・ジャーナル）の統計) 
 
 
天然ガスの生産量・埋蔵量（２０００年） 
 
        生産量      生産量％     埋蔵量    可採年数 
       （１０億ｃｆ） 
 
アメリカ   ２０，０６９   ２３．８    １６７，４０６   ８．３  
カナダ     ７，０８２    ８．４     ６１，０１０   ８．６  
メキシコ    １，７１３    ２．０     ３０，３９４  １７．７  
ベネズエラ     ８４０    １．０    １４６，８００ １７４．８  
サウジアラビア １，１２７    １．３    ２１３，３００ １８９．３  
イラン     １，０６９    １．３    ８１２，３００ ７５９．９  
カタール      ７２８    ０．９    ３９３，８３０ ５４１．０  
アルジェリア  ２，３１１    ２．７    １５９，７００  ６９．１  
オランダ    ２，５１６    ３．０     ６２，５４２  ２４．９  
イギリス    ４，０９０    ４．８     ２６，８３９   ６．６  
インドネシア  ２，６１９    ３．１     ７２，２６８  ２７．６  



中 国       ９６５    １．１     ４８，３００  ５０．１  
旧ソ連    ２４，０１３   ２８．４        Ｎ．Ａ．  Ｎ．Ａ．  
その他    １５，２５５   １８．１  １，２１３，３９５   Ｎ．Ａ．  
計     ８４，３９７  １００．０  ５，２７８，４８４  ６２．５  

 
(出典:Oil＆Gas Journal) 
 
京都議定書の離脱など国際社会から批判を浴びる中、２００１年５月１６日、米ブ

ッシュ政権により｢新国家エネルギー政策｣が打ち出されました。その骨子は以下のと

おりです。 
 
○原子力発電所の認可手続き簡素化、新規建設を促進 
○核燃料サイクルについての調査研究を再検討、核廃棄物の処理施設を建設 
○アラスカの野生生物保護区の一部で石油、ガス開発を解禁 
○水力発電所の再認可基準緩和 
○ハイブリッド車の購入、風力・太陽など代替可能エネルギーの利用促進などに１０

年で総額１００億ドルの税制上の優遇措置 
○大気汚染に関する規制を緩和し、火力発電所や石油精製施設を増設 
○自動車の燃費基準を見直す 
 
(出典：http://www.ecology.or.jp/w-topics/wtp32-0105.html) 
 
 
アメリカは国益優先でエネルギー問題に取り組んでいます。最近の強引な中東政策

もエネルギー政策と極めて密接な関係があるように見えます。イラク問題における欧

米の対立の背景には中東地域での石油権益が背景にあるようです。 
 
アメリカと比べ、欧州は欧州連合として各国の異なる国状を踏まえつつ多様な取り

組みを行っています。欧州の中でも経済的、文化的に成熟した国々では環境重視のエ

ネルギー政策がとられているようです。 
 
一方、日本を取り巻くアジアの状況はかなり異なります。急激な発展途上にある中

国やアジアの国々に隣接する日本のエネルギー問題への取り組みは、アメリカのよう

な強力な軍事力、経済力を背景とした一国主義に基づく取り組みとも、政治的、経済

的に成熟した国家が多い欧州の取り組みとも同一ではないと感じています。 
 

(２００３年５月１日配信内容を改訂) 


